
大都市税財政制度・災害対策調査特別委員会

委 員 派 遣 結 果 報 告 書

１ 札幌市重点要望事項についての要望、

  行政視察

（令和４年８月３日～８月５日） 





大都市税財政制度・災害対策調査特別委員会 

委 員 派 遣 結 果 報 告 書 

１ 期   間   令和４年８月３日（水）～ ８月５日（金）（３日間） 

２ 場   所   東京都（総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省、 

衆議院第一議員会館、衆議院第二議員会館、参議院議員会館）、 

高知県 

３ 参 加 者   委 員 長  阿 部ひであき（自由民主党） 

          副委員長  松 原 淳 二（民主市民連合） 

          委  員  山 田 一 仁（自由民主党） 

          委  員  佐々木 みつこ（自由民主党） 

          委  員  小 竹 ともこ（自由民主党） 

          委  員  大 嶋   薫（民主市民連合） 

委  員  たけのうち有美（民主市民連合） 

委  員  あおい ひろみ（民主市民連合） 

委  員  國 安 政 典（公 明 党） 

委  員  くまがい誠 一（公 明 党） 

  （随行書記 土佐岡 潤、西川 慎太郎、岩岡 吾一）   

４ 要望の概要   令和５年度国家予算編成状況の調査を行うとともに、関係省庁及び地

元選出国会議員に対し、札幌市重点要望事項について要望を行った。

          （要望先は別添１のとおり）

５ 要 望 内 容   要望書（別添２）のとおり

６ 調 査 事 項

  災害対策の取組に関する調査として、以下の項目について説明を受け、質疑を行った。

 地震対策について

 高知県事前復興まちづくり計画について

  （詳細は別添３のとおり）





【総務省】

要望先 要望事項 

中央合同庁舎２号館 

総務大臣政務官 鳩山 二郎 ・除排雪に関する支援 

・新型コロナウイルス感染症対策 

・冬季オリンピック・パラリンピック招致 

・北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の 

早期完成 

・デジタル・ガバメントの推進 

・福祉・医療の充実 

【厚生労働省】

要望先 要望事項 

中央合同庁舎５号館 

厚生労働審議官 小林 洋司 ・新型コロナウイルス感染症対策 

・原油価格等の物価高騰に係る支援 

・福祉・医療の充実 

・子ども・子育て支援の充実・強化 

・国土強靭化に向けたまちづくり 

【経済産業省】

要望先 要望事項 

中央合同庁舎７号館 

経済産業大臣政務官 岩田 和親 ・新型コロナウイルス感染症対策 

・原油価格等の物価高騰に係る支援 

・脱炭素化に向けた取組の推進 

【国土交通省】

要望先 要望事項 

中央合同庁舎３号館 

国土交通審議官 水嶋 智 ・除排雪に関する支援 

・新型コロナウイルス感染症対策 

・冬季オリンピック・パラリンピック招致 

・北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）の 

早期完成 

・札幌都心部における交通結節機能の強化 

・国際競争力の強化に向けた都市の魅力向上 

・国土強靭化に向けたまちづくり 

・脱炭素化に向けた取組の推進 

別添１



【国会議員】

党  派 要  望  先 

自由民主党 

衆議院第一議員会館 

和 田 義 明 議員 北海道５区 

衆議院第二議員会館   

高 木 宏 壽 議員 北海道３区 

中 村 裕 之 議員 北海道４区 

参議院議員会館   

橋 本 聖 子 議員 比例代表区 

長谷川   岳 議員 北海道選挙区 

船 橋 利 実 議員 北海道選挙区 

高 橋 はるみ 議員 北海道選挙区 

岩 本 剛 人 議員 北海道選挙区 

立憲民主党 

衆議院第一議員会館   

松 木けんこう 議員 北海道２区 

山 岡 達 丸 議員 北海道９区 

おおつき紅 葉 議員 比例代表区北海道ブロック 

衆議院第二議員会館   

道 下 大 樹 議員 北海道１区 

逢 坂 誠 二 議員 北海道８区 

石 川 香 織 議員 北海道 11 区 

神 谷   裕 議員 比例代表区北海道ブロック 

荒 井   優 議員 比例代表区北海道ブロック 

参議院議員会館   

徳 永 エ リ 議員 北海道選挙区 

勝 部 賢 志 議員 北海道選挙区 

岸   真紀子 議員 比例代表区 

公 明 党 

衆議院第二議員会館   

稲 津   久 議員 北海道 10 区 

佐 藤 英 道 議員 比例代表区北海道ブロック 

参議院議員会館   

横 山 信 一 議員 比例代表区 

若 松 謙 維 議員 比例代表区 



昨今の社会経済情勢を踏まえた最重点要望

事項

除排雪に関する支援
総務省、国土交通省

多雪寒冷の地域にありながら、190万人以上もの人口を擁する札幌市に

とって、除排雪等の雪対策事業は、冬期間の都市機能の維持や市民の安全

な暮らしのためになく てはならない施策である。

令和３年度は、12月に 24時間降雪量が観測史上最多を記録し、１月以

降の断続的な降雪に加え、 ２月には24時間降雪量が観測史上最多を更に

超える降雪があり、 近年まれにみる大雪となった。

市内では大規模な交通渋滞や、一部バス路線の運休、緊急自動車の対応

の遅れ等、市民生活や経済活動に重大な影響が発生する事態となった。

こうした状況に加え、近年の労務単価や諸経費率の上昇により、道路除

排雪費用は年々増加傾向にあり、 令和３年度のように大雪に見舞われた

際には、除排雪作業等の負担が一層増大し、厳しい財政運営を迫られると

ともに現状の体制では対応しきれないような状況に陥る可能性がある。

このような厳しい状況の中でも、安心・ 安全な市民生活及び産業活動を

営むため、以下の事項について要望する。

【 国土交通省】

１ 除排雪経費に係る国庫支出金の総額確保

 雪寒指定路線の道路除雪に係る費用は、 積雪寒冷特別地域における道

路交通の確保に関する特別措置法に定めるところにより、その２ /３ を

国が補助することとなっているものの、 国費の配分額が不足すると自

主財源で補填せざるを得ないため財政を圧迫することとなる。

 除排雪作業を安定的かつ円滑に実施するため、 防災・ 安全交付金など

について十分な予算を確保し、 除雪事業に予算を重点的に配分するな

ど、 道路除排雪費用に係る安定的な財政措置を要望。

別添２



【 国土交通省】

２ 大雪時の追加財政措置

 大雪に見舞われた際には、除排雪作業等の負担が増大し、厳しい財政

運営を迫られている。

 過度の財政負担が生じないよう 、 引き続き、 幹線市町村道除雪費補助

の臨時特例措置などの適切な追加措置を要望。

【 総務省】

３ 除排雪経費に係る地方交付税措置の拡充

 除排雪経費に係る普通交付税について、 労務単価や諸経費の上昇等に

より所要額のベースが上がっていることを踏まえ、 地方交付税措置の

更なる拡充を要望。























【 農林水産省】

３ 食関連事業者に対する支援（ 再掲）

 新型コロナウイルス感染症や原油・ 原材料高騰の影響を受けている北

海道内の農水畜産物業者や食品製造・ 卸売業者等に対し、 引き続き経

営維持に向けた財政支援等を強化するとともに、 国内需要の安定化や

北海道産食品の消費喚起に取り組むこと。

【 財務省、 厚生労働省、 経済産業省】

４ 中小企業等の事業継続・ 雇用維持の支援（ 再掲）

 新型コロナウイルス感染症や原油・ 原材料高騰の影響を受けた事業者

の資金繰りや雇用の維持を支援するため、実質無利子・ 無担保融資や

事業復活支援金、 雇用調整助成金等の既存支援策の期間延長、要件緩

和、 再給付も含め、支援策をより一層充実・ 強化すること。

 また、各金融機関に対し、 事業者の業況や資金ニーズを的確に把握し

た上で、 融資の積極的な実施とともに既往債務の条件変更等について

も、 最大限柔軟な対応を行うよう引き続き求めること。



冬季オリンピック・ パラリンピック招致

内閣官房、総務省、財務省、文部科学省、国土交通省

冬季オリンピック・ パラリンピックの招致活動については、今年３月に

実施した意向調査において過半数の支持を得る結果となったところであ

り、更なる市民・ 国民理解の促進を図りながら、一層本格的な招致活動を

進めていく 考え。

今後、札幌市が目指す未来のまちの姿を実現するに当たっては、オリン

ピック・ パラリンピックの開催はこの上ない機会であると認識している。

以下に示す招致及び開催に向けた活動のほか、都市の魅力向上や、脱炭

素化の推進など、世界的に見ても先進的な取組を展開し、オリンピック・

パラリンピック後にもレガシーとして継承していく ことは、 我が国の国

際的プレゼンスの向上にも資すると考えられる。

ついては、 これらの取組に対して包括的な支援を要望する。

【 内閣官房、 総務省、 財務省、 文部科学省】

１ 冬季オリンピック・ パラリンピック招致に係る支援

 2030 年冬季オリンピック・ パラリンピック競技大会招致については、

2020 年１ 月のＪ ＯＣ理事会において札幌市が国内候補地に決定され

たことを受け、I ＯＣの招致プロセスの第一段階である「 継続的な対話」

に進み、 現在、 Ｊ ＯＣとともにＩ ＯＣと協議を続けているところ。

 今後、招致プロセスの第二段階である「 狙いを定めた対話」 への移行

に当たっては、札幌・ 北海道はもとより、招致に対する全国的な支持

を更に得ていく 必要がある。 札幌市では、 国、 競技団体、 経済界など

と連携を深め、 オールジャパンによる招致活動を進めていく ことが重

要と考え、今年５月にＪ ＯＣとともにオールジャパン体制を象徴する

「 北海道・ 札幌2030オリンピック・ パラリンピックプロモーショ ン委

員会」 を設立したところ。

 そこで、2030年冬季オリンピック・ パラリンピック競技大会招致を国

家的プロジェクト と位置付け、 招致活動への全面的な支援を要望。

北海道・札幌市共同提案



【 総務省、 文部科学省】

２ 国内有数の施設に係る再整備等への支援

 冬季オリンピック・ パラリンピック競技大会開催実現のために必要と

なる、国内に数か所しかない既存競技施設（ ジャンプ競技場、バイア

スロン競技場、屋内スピードスケート 場、 ソリ競技場等） の改修・ 運

営等について、 大会後も継続して国際大会を開催できるよう 、 財政措

置を要望。

競技会場名 所在地 種目

大倉山ジャンプ競技場 札幌市 スキージャンプ

西岡バイアスロン競技場 札幌市

バイアスロン

パラバイアスロン

パラクロスカント リースキー

帯広の森屋内スピードスケート 場 帯広市 スピードスケート

長野ボブスレー・ リュージュパーク 長野市

ボブスレー

スケルト ン

リュージュ

【 招致プロセス】
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Ｏ
Ｃ
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総
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【 Cont i nuous Di al ogue】

将来開催地委員会

提案

評価

報告

狙いを定めた

対話

【 Tar geted Di al ogue】

将来開催地委員会

開
催
地
決
定

Ｉ
Ｏ
Ｃ
理
事
会

保証書の取得



【 文部科学省】

３ 総合型ハイパフォーマンススポーツセンターの建設

 北海道出身の冬季競技アスリート や競技団体からは、冬季競技の中核

拠点の設置を求める声が寄せられている。

 また、令和４年３月に策定された「 第３期スポーツ基本計画」 におい

ては、冬季オリンピック・ パラリンピック競技大会などにおける過去

最高水準の金メダル獲得数等の実現や、 スポーツと健康の関係などに

ついての知見の普及・ 活用を通じた国民の健康増進が掲げられた。

 東京オリンピック・ パラリンピックでは、ハイパフォーマンススポー

ツセンター（ ＨＰ ＳＣ ） の存在が、 メダル獲得数の躍進に繋がった要

因の一つであると認識しており、 我が国におけるウインタースポーツ

の更なる振興や競技力向上を図るとともに、 知見の国民還元などを行

うことを目的として、 冬季競技を中心とした総合型ハイパフォーマン

ススポーツセンター（ ＨＰＳＣ ） を札幌に建設することを要望。

 また、総合型ＨＰＳＣとの強力な連携を想定しているナショ ナルト レ

ーニングセンター（ ＮＴ Ｃ ） 競技別強化拠点の指定拡大と機能充実に

向けた支援を要望。

北海道

40. 5%

長野県

15. 3%

新潟県

6. 0%

愛知県

4. 0%

大阪府

2. 9%

青森県

2. 7%

秋田県

2. 7%

東京都

2. 0%

その他

23. 7%

冬季オリンピアンの出生地状況

（ 過去5大会）
※ JOC日本代表選手団プロフィ ールより

東京都北区

札幌市に建設を要望

総合型HPSCの位置付け



【 文部科学省】

４ 国際競技大会招致への支援

 札幌市は、冬季オリンピック・ パラリンピック競技大会をはじめ、 大

規模な国際競技大会の招致を進め、 スポーツツーリズムを通じたイン

バウンドの拡大を図るとともに、 世界に誇るウインタースポーツシテ

ィ としての地位向上を目指している。

 日本スポーツ振興センター（ Ｊ ＳＣ ） が、 2022年度に設置を予定して

いるスイス・ ローザンヌの海外拠点と戦略的に連携することにより、

我が国のスポーツツーリズムの振興や国際スポーツ界における地位向

上に貢献できることから、海外拠点を通じた人脈形成や情報収集など、

国際競技大会の招致活動への支援を要望。

【 国土交通省】

５ 公共交通機関等のバリアフリー化に向けた支援

 札幌市では、 誰もが快適に移動できる公共交通の実現に向け、駅など

の旅客施設のバリアフリー化を進めるとともに、 ノンステップバスや

ユニバーサルデザインタクシーの導入を進めているところ。

 冬季オリンピック・ パラリンピック競技大会の招致に向け、旅客施設

のバリアフリー化やバリアフリー車両の導入等を先行して進める必要

があることから、 そのための財政的な支援の拡充を要望。

 加えて、 選手や観客を含め、多く の方の需要を見込む宿泊施設をはじ

めとした民間建築物のバリアフリー化を一層進めるため、民間事業者

へのインセンティ ブ強化を図ることができる民間建築物のバリアフリ

ー化への支援の拡充を要望。



北海道新幹線（ 新函館北斗・ 札幌間）の

早期完成
総務省、財務省、国土交通省

【 総務省、 財務省、 国土交通省】

１ 新函館北斗・ 札幌間の早期完成

 北海道新幹線は、 2016 年３月に、 新青森・ 新函館北斗間が開業した。

 新函館北斗・ 札幌間については、 2030年度末の完成・ 開業を目指して

おり、札幌市内でも工事が本格化している。

 新幹線効果を全道に波及させるため、 札幌開業に向けた着実な事業の

推進、さらには、現在招致を目指している、2030年冬季オリンピック・

パラリンピック競技大会を見据え、 できる限り早期の完成を要望。

北海道・札幌市共同提案

2016 年 3月

開業

2030 年度末

開業予定

敦賀

金沢

長崎

広島

新大阪

名古屋

新函館北斗

札幌

博多

鹿児島中央

武雄温泉

新青森

東京

仙台

東北・北関東圏・
首都圏との交流促進

建設中

営業路線

2023 年度末

開業予定

2022 年９ 月 23 日

開業予定



【 総務省、 財務省、 国土交通省】

２ 建設財源の確保及び地方負担に対する財源措置の拡充

 新函館北斗・ 札幌間のできる限り早期の完成に向け、安定的に事業を

実施していく 必要がある。

 幅広い観点からの建設財源の確保や北海道新幹線への重点配分、 さら

には地方負担のう ち地方債充当分に対する交付税措置率の引上げ

（ 50 →％ 70％） の条件緩和など、 財源措置の更なる拡充を要望。

【 国土交通省】

３ 青函共用走行区間等における新幹線高速走行の早期実現

 新幹線と貨物列車が共用走行をする青函共用走行区間約 82kmは、 最

高速度が青函ト ンネル内（ 約 54km） は 160km/h に、 その他の区間は

140km/hに制限されている。

 新幹線の開業効果の拡大、また、将来の札幌延伸の効果を高めるため、

青函共用走行区間における全ダイヤの高速走行が早期に実現するとと

もに、 その他の区間についてもできる限りの高速化が図られるよう要

望。

【 整備新幹線の財源スキーム】 【 地方負担の内訳】

北海道 札幌市

地方負担（1/3）
国負担（2/3）

貸

付

料

約 350 億円
札幌市負担対象事業費（約 2, 100 億円）

一般財源地方債

交付税45％ 地方負担45％ 10%

地方の実質負担分

（札幌は約 192 億円）



札幌都心部における交通結節機能の

強化
財務省、国土交通省

【 国土交通省】

１ 地下鉄南北線さっぽろ駅改良事業への支援

 南北線さっぽろ駅は、 道都札幌の玄関口にして交通結節機能の核とな

る札幌市営地下鉄最大の混雑駅であり、繁忙期の利用人員は１日15万

人に及び、 ホーム形状が島式（ １面２線） で狭いため、 著しい混雑が

常態化している状況。

 札幌市では、2030年度末の北海道新幹線札幌駅の開業に向けて、札幌

駅周辺では、 オフィ スや住宅、 商業施設、 ホテル等を整備内容とする

大規模再開発事業が行われ、 冬季オリンピック・ パラリンピックが開

催された暁には国際的な知名度向上も期待されることから、 利用人員

の更なる増加が見込まれる。

 本事業は、列車遅延・ 運行円滑化対策として、 ホームの増設（ １面２

→線 ２面２線） を行うとともに、 エスカレーター等の整備によるバリ

アフリー化を行う大規模事業であることから、 確実な実施に向けた財

政支援を要望。

【 事業概要】

総事業費

約110億円
・ 2022年度： 土木設計・ 支障物件移設工事 約215百万円
・ 2023年度： 土木工事 360百万円（ う ち国庫補助金92百万円）
・ 2024～2028年度： 工事 約10, 290百万円（ 同 約2, 644百万円）
※ 事業費は見込。 ※ 国庫補助金は地下高速鉄道整備事業費補助(国土交通省)を想定。

計画期間 2020年度～2028年度

【 断面図】 ※ さっぽろ駅から麻生方面に向かって見る断面図

改良前

改良後



【 財務省、 国土交通省】

２ 「 国道５号 創成川通」 の整備促進

 札幌市では、2030年度末開業予定の北海道新幹線札幌延伸の開業効果

を全道に波及させるため、「 国道５号 創成川通」の機能強化と連携し

た札幌駅周辺のまちづく りを官民連携で進めているところ。

 札幌都心と高速道路間のアクセスを強化し、 北海道全域が繋がる広域

的な交通ネット ワークの形成を早期に図るためにも、「 国道５号 創成

川通」 の整備促進を要望。

小樽港 石狩

石狩湾新港

道北

道東
新千歳空港

道南

小樽
ニセコ

丘珠空港

苫小牧港

札幌北IC

札幌駅

E5A

E5

E5

札幌都心

新幹線札幌延伸
（2030年度末開業予定）

 他都市に比べ、都心と高速道路との距離が約
４kmと遠く、札幌都心と道内の各地域や港湾・
空港等の交通拠点とのアクセスに課題

 特に冬期積雪時は速度低下が著しく、移動時
間のばらつきが大きいことから、目的地まで時
間どおりに到着するのが困難な状況

国道５号「創成川通」

札幌駅周辺のまちづくり

JR札幌駅 北６東３周辺地区

南口駅前広場

⑤
都
心
ア
ク
セ
ス
強
化

北４西３
街区

資料：札幌駅交流拠点まちづくり計画（2018.9札幌市）を基に作成

北５東１
街区

国道５号「創成川通」
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新幹線ホーム

新幹線 北５西１・

北５西２街区
（バスターミナル）

：先導プロジェクト街区

：事業化検討街区



【 財務省、 国土交通省】

３ 札幌駅交通ターミナル（ 仮称） の早期事業化

 広域分散型社会を形成する北海道において、都市間高速バスは広域公

共交通として重要な役割を果たしている。

 また、札幌市では、道都札幌の玄関口である札幌駅周辺エリアにおい

て、 札幌都心と北海道全域が繋がる広域的なネット ワークの形成やモ

ーダルコネクト の強化、地震や雪害等の災害時における帰宅困難者に

対応した防災機能の確保等を官民協働で検討している。

 これらを踏まえ、2030年度末に予定されている北海道新幹線札幌開業

や「 国道５号 創成川通」 の機能強化と連携し、 周辺の街区再開発と

一体的な札幌駅交通ターミ ナル（ 仮称） の早期事業化を要望。

新幹線と都市間高速バスの

連携により、 全道各地へ

インバウンド観光等の新た

な人流を創出



国際競争力の強化に向けた都市の魅力

向上
国土交通省、防衛省

【 国土交通省】

１ 都市の魅力向上に向けた都市開発事業等への支援

 札幌市では、 札幌の街の魅力・ 求心力を一層高めて、 国内外から多く

の人々や企業を引き付け、民間投資を呼び込むため、市街地再開発事

業をはじめとする都市開発事業等を実施・ 支援しているところ。

 特に、札幌駅周辺においては、北海道新幹線札幌開業を見据え、 広域

的交通結節点としての機能を強化するとともに、 北海道・ 札幌の国際

競争力を牽引し、 その活力を展開させる起点の形成が必要。

 そこで、 市街地再開発事業をはじめとする都市開発事業や基盤整備等

に対し、 十分な財源措置を要望。

 また、都市部における公共交通に関しては、 札幌駅周辺の開発等を受

け、 まちづく りを支える交通体系の構築が必要であることから、 Ａ Ｉ

を活用したデマンド交通、水素燃料車両など、 人や環境にやさしいＬ

ＲＴ の利点を生かした、新たな公共交通システムの導入検討に対する

財源措置を要望。

【 都市部における再開発事業の動向図】



【 国土交通省、 防衛省】

２ 丘珠空港の利活用促進と機能強化

 都心に近接する丘珠空港は、 道内航空ネット ワークの拠点であり道外

とも結ぶ空港として、 北海道全体の観光振興や経済の活性化、医療・

防災機能などの面で大きな可能性を有することから、 これらの役割を

踏まえた利活用促進策に係る国との情報共有等の連携と、空港機能強

化に向けた取組への十分な配慮を要望。

【 国土交通省】

３ スノーリゾート 実現への支援

 良質な雪や、 都心部からスキー場等へのアクセス性の良さなど、 冬季

の札幌の観光資源は外国人観光客から高い評価を受けており、 コロナ

禍前における冬季来札観光客数は年々増加していた。

 札幌市では、 更なる冬季の集客力向上と観光消費の拡大を図るため、

「 雪の街」 と「 国際観光都市」 の魅力を融合させ、 スノーリゾート と

しての世界的なブランドを確立することを目指し、「 スノーリゾート シ

ティ ＳＡ Ｐ Ｐ ＯＲＯ推進戦略」 を策定した。

 国際競争力の高いスノーリゾート の実現のためには、施設整備などの

受入環境の充実やアフタースキーのコンテンツ造成、周辺都市とも連

携したアクセス向上等、 インバウンドの回復を見据えた中・ 長期的な

取組が必要であるため、対象事業や事業期間を拡大するなど、財政支

援の拡充を要望。

 また、高いポテンシャルを有する冬の札幌の魅力も含め、我が国のス

ノーリゾート の秘めた可能性を、 国においても引き続きプロモーショ

ン戦略の柱に位置付けて発信することで、 インバウンドの早期回復を

図ることを要望。

 プロモーショ ンの展開に当たっては、 現在招致活動中の 2030 年冬季

オリンピック・ パラリンピック競技大会の開催が実現した場合に、 札

幌、 北海道、 ひいては我が国全体に世界的な注目が集まることを見据

え、 オールジャパンによる冬季インバウンド誘致の強化を要望。



【 国土交通省】

４ 国際会議の本市開催とＭＩ ＣＥ誘致に係る支援

 国際的なＰＲ効果の高い政府系国際会議の開催を通して、 ＭＩ ＣＥ開

催都市としての地位向上を図っていく 必要があることから、2023年主

要国首脳会議（ Ｇ７サミ ット ） 関係閣僚会合を含めた大規模な政府系

国際会議の札幌開催への継続支援を要望。

 また、ウィ ズコロナ・ ポスト コロナ時代に求められるコンベンショ ン

について、 その開催方式や市場動向、 施設機能のより具体的な調査研

究結果の情報提供や誘致施策の実施など、一層の支援を要望。



デジタル・ ガバメントの推進
デジタル庁、総務省

【 デジタル庁、 総務省】

１ 自治体情報システム標準化・ 共通化推進に係る支援

 自治体情報システム標準化・ 共通化の取組は、 デジタル技術を活用し

た行政サービスの向上や業務の効率化を進める上で重要な施策と認識。

 札幌市の業務システムの大半は、業者の固定化の解消などを目的に「 20

年品質」を目指して 2016年に再構築されたところであり、新たに標準

化・ 共通化に取り組む上で多額の費用や短期間での移行などが課題と

なっている。

 自治体情報システム標準化・ 共通化に当たり、 移行期限について経過

措置を設け、 移行方法について選択肢を広げるなどの柔軟な対応のほ

か、経費等についても、地方自治体に負担が発生しないよう確実かつ、

柔軟な財源措置を要望。

【 総務省】

２ マイナンバーカード関連手続の対応支援及び利便性向上

 マイナンバーカードについては、 令和４年度末までに多く の市民が保

有することを目指し、 札幌市においても積極的に普及促進を図ってい

る。

 多く の市民がカードを保有することに伴い、電子証明書の更新や券面

記載事項変更等、 カード関連の手続が大幅に増加するため、 これに円

滑に対応する必要がある。

 マイナンバーカード関連手続の対応に必要な経費について、地方自治

体の負担が発生しないよう十分な財源措置を速やかに示すよう要望。

 併せて、 市民及び地方自治体双方の負担軽減のため、暗証番号の再設

定等をオンラインで可能とするなど、 カードに係る手続の利便性を高

めるよう要望。



福祉・ 医療の充実
総務省、厚生労働省

【 厚生労働省】

１ 地域住民の様々なニーズに対応する包括的な支援体制構築のた

めの支援の拡充

 地域共生社会の実現に向けた取組を推進するため、札幌市においても、

地域住民の複雑化・ 複合化する支援ニーズに対応した体制の構築が必

要と認識。

 国では、これら支援ニーズに対応する包括的な支援体制の構築のため、

重層的支援体制整備事業を創設したが、 当該事業の実施に当たっては

様々な条件が定められているため、地方自治体の実情に合わせた柔軟

な運用や市町村の人口規模に応じた財政支援を要望。

札幌市の取組（ 複合的福祉課題等を抱える市民への支援促進事業）



【 厚生労働省】

２ 地域包括ケア体制の深化・ 推進に係る支援の拡充

 札幌市では、生産年齢人口の減少に加え、今後75歳以上の後期高齢者

が急速に増えることが見込まれており、 介護予防・ 健康づく りの取組

を一層強化し、 健康寿命の延伸を図るほか、多様化・ 複雑化する地域

住民の支援ニーズにきめ細かに対応した施策が必要。

 介護予防・ 重度化防止の取組や、 支援ニーズに柔軟に対応できる包括

的支援体制の構築を進めているところであり、 地域支援事業をはじめ

とする地域包括ケア体制の深化・ 推進に必要な財政支援の更なる拡充

を要望。

【 厚生労働省】

３ 介護保険の第１号被保険者の保険料抑制や負担軽減措置の拡充

 介護保険料は、高齢化の進展に伴う給付費の増加により大幅な改定を

余議なく されており、 介護サービスの利用者負担と併せ、高齢者世帯

にとって大きな負担となっているものと認識。

 介護保険制度の安定的な運営を図るため、介護給付費の財源に占める

国の負担割合を引き上げることなどにより、 第１号被保険者の保険料

抑制や、 誰もが必要な介護サービスを利用できるよう負担軽減措置の

拡充を要望。



【 厚生労働省】

４ 介護人材の確保に係る取組への支援

 介護人材については、現状のままで推移した場合、 2025年度には、日

本全国で約32万人、 北海道においても約１万人が不足する見込み。

 今後も介護サービスのニーズの増加が見込まれる中、将来にわたる安

定した介護サービスを提供するためには、介護人材の確保が不可欠で

あることから、 介護従事者の人材確保、 離職防止や定着促進に結びつ

く ような取組に対する財政支援の拡充や処遇改善策を講ずることを要

望。

【 参考】 要介護等認定者数の推移と見込み（ 各年10月１日現在）

※ 要介護等認定者数には、 第２ 号被保険者を含む。



【 総務省】

５ 難病医療費に係る地方交付税措置の拡充

 指定難病に係る業務については難病法の大都市特例により、2018年度

から指定都市に権限が移譲されたが、 札幌市においては、人口 1, 000

人当たりの患者数のほか、難病医療費の公費負担額、支払件数１件当

たりの額がいずれも指定都市の中で最も多く 、 増加傾向にある。

 難病医療費に係る普通交付税は、 権限が移譲された当初から算入不足

が生じており、 不足額も年々増加していることから、 地方交付税措置

の更なる拡充を要望。

【 参考： 札幌市における難病公費負担額（ 扶助費） の状況】

難病

患者数
支払件数

人口 1, 000 人

当たりの患者数
公費負担額

支払件数

１件当たり

2018 年度 21, 177 人 234, 715 件 10. 8 人 4, 017 百万円 17, 114 円/件

2019 年度 21, 865 人 272, 259 件 11. 2 人 5, 127 百万円 18, 831 円/件

2020 年度 23, 292 人 277, 033 件 11. 9 人 5, 463 百万円 19, 721 円/件

【 参考： 札幌市における難病医療費の普通交付税算入不足額】（ 単位： 百万円）

難病医療費

合計

一般財源

（費用負担額）

普通交付税算入額

【算入率】

算入

不足額

2018 年度決算 4, 187 2, 135 1, 921 【90. 0%】 214

2019 年度決算 5, 335 2, 714 2, 010 【74. 1%】 704

2020 年度決算 5, 654 2, 869 2, 107 【73. 4%】 762

2021 年度決算見込 5, 924 3, 015 2, 196 【72. 8%】 819



子ども・ 子育て支援の充実・ 強化
内閣府、厚生労働省

【 内閣府、 厚生労働省】

１ 保育士等の処遇改善に向けた支援

 札幌市においては、待機児童数ゼロを達成したものの、 保育の利用申

込児童数は、 引き続き増加している。

 これまで、女性の社会進出等による保育ニーズの増加に合わせて、 施

設の整備を進め、 保育の質の向上にも努めてきたが、人材確保の困難

化などもあり、保育定員を満たしていない施設の割合が増加している。

 保育ニーズの多様化・ 複雑化に伴い保育現場の負担が重く なっている

ことなどを踏まえ、安定的な人材確保や職場定着に資するよう 、 国の

責任において更なる処遇改善策を講じることを要望。

【 内閣府、 厚生労働省】

２ 国による子ども医療費助成制度の創設

 子ども医療費助成制度は、 札幌市を含む各地方自治体がそれぞれ制度

設計をしており、 住んでいる地域によって助成内容に差異が生じてい

る状況である。

 安心して子どもを産み・ 育てる環境を整え、長期的に安定した制度設

計となるよう 、 国と地方自治体が協議の場を持ち、医療保険制度にお

ける子ども医療費助成制度のあるべき姿について共に議論した上で、

国において、 統一的な医療費助成制度を創設することを要望。



【 内閣府、 厚生労働省】

３ 多子世帯への利用者負担額の軽減措置の拡大と必要な財源措置

 2019 年 10 月の幼児教育・ 保育の無償化に当たり、 多子軽減の取扱い

を従前どおりとした結果、同一世帯内においては、 施設を利用する子

どもの数が少ない時の方が、負担が重たく なる逆転現象が生じている

ほか、世帯間においては、子どもの年齢の差等により負担の差が生じ

ている。

 国を挙げて少子化対策、子育て支援に取り組むに当たり、 こうした幼

児教育・ 保育の無償化に起因する現象は、多子軽減の趣旨に鑑み、 多

子世帯への利用者負担の軽減措置の拡大をもって解消すべきであり、

子どもの年齢の差等によって不公平が生じないよう 、 多子軽減に係る

同時入所要件の撤廃など国の責任において適切な制度を構築するとと

もに、必要な財源措置を講ずることを要望。

【 図１ 】 利用者負担額（ 保育料） の逆転現象について

【 図２ 】 年齢の差による利用者負担額（ 保育料） の負担差について



多様な教育環境の整備
文部科学省

【 文部科学省】

１ 少人数学級の推進に向けた教職員定数の拡充

 学級編制の標準について、小学校では令和７年度までに段階的に全学

年を 35人に引き下げることとなったが、中学校では40人のままであ

り、 札幌市を含め加配定数等の活用により少人数学級を実施している

地方自治体がある。

 誰一人取り残すことなく 、 児童生徒の個性に応じたきめ細かい指導の

実現を目指し、 少人数学級を推進していく ため、 関係法令等の改正に

よる更なる教職員定数の拡充を要望。

【 文部科学省】

２ 公立夜間中学の運営に係る支援

 札幌市においては、令和４年４月に北海道初の公立夜間中学である札

幌市立星友館中学校を開校し、 年齢、 国籍、学力などにおいて極めて

多様な生徒を受け入れているところである。

 一方で、 公立夜間中学については、 教員等の配置に当たっては、 制度

上、 通常の中学校と同様とされており、 また、 開校後の財政支援は３

年限定となっている。

 公立夜間中学の運営に当たっては、生徒に寄り添ったきめ細かな対応

が必要であることから、 教職員定数の拡充並びに学習ボランティ アや

通訳などの各種外部人材の継続的な活用に向けた財政支援を要望。



札幌市立星友館中学校 令和４年４月19日現在の入学者

● 年代別人数 ● 外国籍・ 外国にルーツがある

● 学びの状況 ※ 小学校段階からの学び直しニーズが多い

【 文部科学省】

３ Ｇ Ｉ ＧＡスクール構想推進に係る財源措置

 Ｇ Ｉ ＧＡスクール構想により１人１台端末環境が実現したが、 無線Ｌ

ＡＮ保守費用や学習者用のソフト ウェアライセンス費用など、継続的

に必要となる運用経費については、札幌市が必要とする額に対して十

分な財源措置が講じられておらず、今後の運用に支障を来すことが危

惧される。

 そのため、 １人１台端末の効果的な運用に必要な費用について、 継続

的な財源措置を要望。

・ バングラディ ッシュ

・ ペルー

・ モンゴル（ ２ 名）

・ タイ（ ２ 名）



国土強靱化に向けたまちづく り
内閣官房、財務省、文部科学省、厚生労働省、国土交通省

【 内閣官房、 財務省、 国土交通省】

１ 国土強靱化へ向けた着実な施策の実施と財政支援

 札幌市では、 平成 30 年北海道胆振東部地震の教訓を踏まえ、 2019 年

12月に「 札幌市強靱化計画」 を改定。

 当計画に基づき、 今後も国の支援を活用しながら、 地震による大規模

停電（ ブラックアウト ） への対策をはじめ、建築物・ インフラ等の耐

震化や老朽化対策、避難場所の機能強化等に重点的に取り組み、 真に

災害に強いまちづく りを進める考え。

 国においては、「 防災・ 減災、 国土強靱化のための５か年加速化対策」

に必要な予算・ 財源の確保と計画的な事業を推進するとともに、 ５か

年加速化対策後における予算・ 財源の通常予算とは別枠での確保と継

続的な取組の推進、 札幌市強靱化計画に位置付けた施策に対する引き

続きの財政支援を要望。

 特に、社会経済活動や地域生活を支える社会基盤として重要な役割を

担う道路については、 今後、 大規模な補修や更新需要の大幅な増加が

見込まれ、 また、令和３年度の記録的な大雪では過去最大の除雪費を

要したところ。

 そのため、 道路整備・ 管理が長期安定的に進められるよう 、 新たな財

源の創設及び必要な予算の確保を要望。

 また、近年、全国的に増加している豪雨災害を踏まえ、 国や北海道と

札幌市が連携して治水安全度の向上に取り組む必要があるため、 豊平

川における河道整備等の直轄河川改修事業の着実な実施をはじめ治水

事業全体の予算確保を要望。



【 厚生労働省】

２ 非常用電源確保のための支援の拡充

 札幌市では、 地震による大規模停電（ ブラックアウト ） 対策として、

避難所となる小中学校等の市有施設をはじめ、 医療機関や福祉施設等

における非常用電源整備を推進。

 災害時は、救急医療を担う災害拠点病院はもとより、 透析医療を担う

一般医療機関や、 高齢者等の要配慮者を受け入れる福祉施設の電源確

保が重要。

 災害時における医療提供体制の強化や福祉施設の安定運営を図るため、

十分な財源措置や補助対象の拡充、補助要件の緩和を要望。



【 文部科学省】

３ 学校施設整備に係る国庫補助の拡充及び財源の確保

 安全かつ良好な教育環境の維持のため、2016年３月に「 札幌市学校施

設維持更新基本計画」 を策定し、 老朽化及び改築需要の本格化に対応

する今後30年間の整備方針を明確化した。

 この計画においては、 改築事業量の平準化を図るため、 長寿命化改修

に取り組んだ上で、2026年度までは年３校ペースで改築を進めること

としている。

 学校施設の長寿命化を着実に推進するため、公立学校施設整備国庫負

担金及び学校施設環境改善交付金の拡充と十分な財源確保を要望。

：高等学校及び特別支援学校

：小規模見込校
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改築計画

Ａグループ Ｂグループ ＤグループＣグループ

施設の保有状況

Ａグループ Ｄグループ

Ｂ・Ｃグループ

Ａ （ 改築⇒ 予防保全） グループ
築40 年以上経過している学校のうち、 今後10 年程度で改築する学校群

Ｂ（ 緊急整備⇒ 改築） グループ
築30 年以上経過している学校のうち、 緊急整備を行い最長使用年数 6 0 年で改築する学校群

Ｃ （ 長寿命化改修⇒ 予防保全⇒ 改築） グループ
築30 年以上経過している学校のうち、長寿命化改修を行い最長使用年数8 0 年で改築する学校群

Ｄ （ 予防保全⇒ 改築） グループ
築30 年未満の学校のうち、適切な時期での予防保全を行い最長使用年数 8 0 年で改築する学校群



【 国土交通省】

４ 下水道施設の老朽化対策に係る国費支援の着実な実施

 札幌市では、改築が必要な老朽管が近年急激に増加しているとともに、

処理施設の機械･電気設備では、既に多く の設備において改築事業が本

格化しており、 今後、 改築事業費が増大していく ことが見込まれてい

る。

 下水道は、大雨時の浸水被害から市民の暮らしや都市活動を守るとと

もに、地震時においてもライフラインとしてその機能保持が求められ

る極めて公共性の高いインフラであることから、 既に建設事業費の多

く を占めている下水道施設の老朽化対策に対して、 国費支援の着実な

実施を要望。

【 処理施設の整備状況】

【 管路施設の整備状況】

出典：「札幌市下水道改築基本方針」（2015年３ 月策定）



脱炭素化に向けた取組の推進
経済産業省、国土交通省、環境省

【 経済産業省、 国土交通省、 環境省】

１ 環境に配慮し、かつ強靭化に向けた都心のまちづく りへの支援

 札幌市では、 都心部のまちづく りと一体で進める環境・ エネルギー施

策である都心エネルギープランを策定し、 都心の持続的発展を支える

環境エネルギー施策を推進している。

 札幌都心は 2030 年度末に予定される北海道新幹線の札幌延伸に合わ

せて多く の建物の更新が進むと予測されており、 建物の建替えの機会

を捉え、 大幅な省エネ・ 省ＣＯ２化を実現するとともに、 面的なエネ

ルギーの最適利用、 再生可能エネルギーの導入拡大、 災害時における

エリアでのＢＣＰ対応の強化などの取組を一層進めるための財政支援

を要望。

図都心部の脱炭素化に向けたまちづくりのイメージ

地下歩行空間

建築物の

省エネ化

ＡＥＭＳ : エリア・ エネルギー・ マネジメント ・ システム
ＢＥＭＳ : ビルディ ング・ エネルギー・ マネジメント ・ システム
情報通信技術を活用し、エネルギーの使用状況をリアルタイムに把握・ 管理し最適化するシ
ステム



【 経済産業省、 環境省】

２ 水素社会の早期実現に向けた支援

 札幌市では、 都心部において水素を活用した「 災害に強く 環境にやさ

しいモデル街区」 として、 Ｆ Ｃバス・ ト ラックなどの大型車にも対応

する道内初の定置式水素ステーショ ンと、水素エネルギーに関するシ

ョ ーケースとしての普及啓発機能を備えた集客交流施設を、民間活力

を導入して整備し、 水素エネルギーの需要拡大に向けた取組を推進す

ることとしている。

 水素エネルギーの需要創出においては、 高額な設備コスト が課題であ

ることから、「 水素・ 燃料電池戦略ロードマップ」 に示されたコスト 低

減への着実な施策推進とともに、 燃料電池等の導入に対する支援の継

続・ 拡大を要望。

 また、水素は電気等に比べ、 バスやト ラック等の大型燃料電池自動車

への燃料供給時間や車両重量等において優位性を発揮することから、

その普及に向けた水素ステーショ ン整備や、燃料電池自動車の導入に

対する継続的な支援及び寒冷地に対応する大型燃料電池自動車の開

発・ 実証に係る支援を要望。

 さらには、 再生可能エネルギーの主力電源化を通じた脱炭素社会の実

現には、 系統連携に係る課題の解決や余剰電力の活用が必要であるこ

とから、 民間事業者による水素サプライチェーンの構築に向けた水素

製造・ 運搬技術の導入や実証事業への継続的な支援を要望。

北海道・札幌市共同提案



【 経済産業省、 国土交通省、 環境省】

３ Ｚ ＥＨ・ Ｚ ＥＢ補助制度等の充実

 札幌市が目指すゼロカーボンシティ の実現には、 Ｚ ＥＨ・ Ｚ Ｅ Ｂの普

及が不可欠であるが、 積雪寒冷地では、 断熱性能の向上や高効率暖房

設備の導入などにより、一般的な建設費の増嵩分とされる 10％よりも

高い 30％以上の増嵩が見込まれるため、建設費に係る補助率の引上げ

など、積雪寒冷地の実情に即した支援の拡充及び補助制度の継続的な

実施を要望。

 また、札幌市では、 積雪寒冷地におけるＺ Ｅ Ｈ・ Ｚ Ｅ Ｂ設計に必要な

ノウハウの蓄積のために民間事業者への設計費補助を行うなど、 市内

におけるＺ Ｅ Ｈ・ Ｚ Ｅ Ｂの普及を目指しているところであり、 その取

組を推進するため、 自然換気設備など市内で実績があり積雪寒冷地で

多く 採用されている技術について、国が定めるＺ ＥＢの評価基準への

追加を要望。

 さらに、 省エネ・ 省ＣＯ２化の推進に当たっては、 北海道・ 札幌市に

おける家庭部門でのＣＯ２排出割合が全国に比べ大きいことを踏まえ、

その削減に向け高効率暖房・ 給湯機、 太陽光発電システム等の導入・

設置を行う一般家庭に対する十分な支援を要望。



【 経済産業省、 国土交通省、 環境省】

４ 積雪寒冷地におけるゼロエミ ッショ ン自動車普及に向けた支援

 脱炭素社会の実現に向けては、 走行時にＣＯ２ を排出しないゼロエミ

ッショ ン自動車の普及拡大が不可欠である。

 そこで札幌市は、2021年３月に策定した「 札幌市気候変動対策行動計

画」 において、 ゼロエミ ッショ ン自動車を含む市内の次世代自動車の

割合を 2016 年度の 10％から 2030 年度には 60％まで引き上げる目標

を掲げ、 導入補助などの取組を進めている。

 ゼロエミ ッショ ン自動車の普及拡大のためには、 導入補助や税の減免

によりガソリン自動車等との実質的な価格差を小さく するほか、 市民

や企業が用途に応じて選択できるよう車種の充実が求められる。

 特に、積雪寒冷地の北海道・ 札幌市では、国産のゼロエミ ッショ ン自

動車に４ＷＤの設定が乏しいことが大きな障壁となっていることから、

国内自動車メーカーにおいて４ ＷＤの設定を含めた多様な車種が開

発・ 販売されるよう 、 必要な政策的支援を要望。

北海道・札幌市共同提案



【 国土交通省、 環境省】

５ 清掃工場更新における財源措置

 札幌市では、 ごみ減量の取組により 2010 年度末に篠路清掃工場を廃

止し、現行の３清掃工場でのごみ処理体制を実現したが、施設の老朽

化が進んでいるため、計画的に施設の更新を実施していく ことが必要。

 特に、清掃工場については、高効率エネルギー回収に対応することに

より脱炭素化の取組を推進。

 現在は、駒岡清掃工場の更新(2024年度完了予定)、篠路清掃工場の解

体及びリサイクル保管庫の建設(2025年度完了予定)、篠路破砕工場の

後継施設として白石破砕工場の更新(2026 年度完了予定)を進めてい

るほか、発寒清掃工場（ 1992年度竣工） の老朽化も進んでいることか

ら更新計画の作成を開始したところ。

 今後も継続的に施設更新が見込まれ、 清掃工場の更新には多額の費用

を要することから、 循環型社会形成推進交付金等が交付限度額の満額

交付されるよう適切な予算措置を要望。

 また、交付額が満額に満たない場合は、 その不足分を補填する財源措

置を講ずるよう要望。

【 札幌市の清掃工場及び破砕工場】
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【地震対策について】 

１ 早期避難等情報発信システムについて 

 導入の経緯 

平成27年度地震・津波に対する県民意識調査（平成27年９月） 

の結果から、約２割の県民が「避難を開始するためのきっかけを 

必要としている」ことが判明。

⇒津波からの避難の呼びかけを行う仕組みが必要 

有識者らによる検討協議会等での議論 

早期避難等情報発信システムを構築（平成31年４月から県内沿岸19市町村で運用開始）

 導入の目的及び対策のポイント 

  ア 導入の目的 

 津波から早期に避難するための呼びかけを強化し、沿岸にいる人々の命を守る。 

  イ 対策のポイント 

【対策１】防災行政無線のサイレン及び音声パターンを統一 
○大津波警報は命令調で呼びかけ 
  ・大津波警報：サイレン（３秒吹鳴２秒休止）×３回 

「大津波警報、大津波警報。大至急、高台へ避難せよ。 
大津波警報が発表されました。海岸付近の方は大至急、高台に避難してください。」 

  ・津波警報： サイレン（５秒吹鳴６秒休止）×２回 
「津波警報が発表されました。海岸付近の方は大至急、高台に避難してください。」 

○繰り返し自動放送を継続 
⇒避難行動の呼びかけを強化・連続化 
【対策２】緊急速報メールを活用した津波情報の配信 
○総合防災情報システム改修により緊急速報メールを自動配信 
  ・気象庁が発表する「津波情報」の電文を解析する機能を追加 
  ・「津波情報」をもとに緊急速報メールを自動配信する機能を追加 
⇒津波情報を継続的に配信 
⇒聴覚障害者等への情報伝達も可能 

２ 高知県燃料確保計画の策定について 

本計画は、高知県における燃料確保に関する対策を推進するため、重要施設や給油施設に

おける備蓄対策、応急救助機関の車両や道路啓開に要する重機等への燃料供給対策及び燃料

の輸送経路や輸送手段となる車両の確保に向けた輸送対策等を体系的に整理し、総合的に取

りまとめたものである。 

また、南海トラフ地震が発生した場合、全国的に甚大な被害が想定されており、国の具体

計画においてプッシュ型の支援が始まるのは４日目以降と示されていることから、発災後

３日間は、県外からの燃料輸送が行われないことを前提として、県内で確保されている燃料

で対応することを、本計画では目標としている。 

別添３
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●計画の概要 

３つの対策群 具体的な対策（平時からの備え） 横断的・総合的に
取り組む燃料確保対策

①車両への燃料備蓄 

②応急対策活動のための燃料備蓄 

③重要施設の自家発電設備の整備及び燃料備蓄 

④排水機場、ポンプ場の燃料備蓄 

⑤火葬用燃料備蓄 

⑥ＬＰガスの活用 

⑦ヘリコプターの燃料備蓄 

②
医
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確
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①
医
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燃
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に
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続
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③
多
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②
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続
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促
進

①
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ル
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を
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対
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を
検
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②
応
急
対
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活
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先
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給
に
関
す
る
啓
発

①
車
両
の
燃
料
備
蓄
を
啓
発

①石油・ガスの２次基地における施設の耐災化 

②災害対応型給油所の整備促進 

③臨時給油拠点の整備 

④プッシュ型支援に対する重点継続供給体制整備 

⑤プル型支援による重要施設における優先供給体制整備 

①燃料輸送経路の確保 

②燃料輸送車両等の確保 

①情報収集及び取りまとめ       
②重要施設等への供給         
③応急対策活動を行う車両への燃料給油 
④燃料輸送経路の啓開

⑤燃料輸送車両等の確保 
⑥応急対策活動を行う航空機（ヘリ）への
燃料給油 

⑦県民への協力依頼 

※燃料確保の各々の対策については、「南海トラフ地震対策行動計画」に反映し、各部局で計画的に対策を推進 

【高知県事前復興まちづくり計画について】 

１ 事前に計画づくりに取り組む必要性 

  東日本大震災の被災自治体は、職員の被災や膨大な災害対応業務によるマンパワー不足、

復興まちづくりの事前準備がなかったこと等により、復興事業の着手までに長期間を要した。

  南海トラフ地震では、被害が広範囲に及ぶことが想定されており、国からの十分な支援が

期待できないなど、東日本大震災よりも復興への取組環境が厳しくなるおそれがある。

  地域の復興に時間を要すると、住民や企業は疲弊し、再建 

する意欲を失い、早期再建のためにまちを離れ、避難先でその

まま定住する事態を招き、まちの存続が危うくなる。そのため、

被災後に市町村が速やかに復興まちづくりに着手できるよう、

東日本大震災の復興から学び、事前に計画づくりに取り組む 

必要があるとしている。

発災後の対応 

輸送 

供給 

備蓄 

啓
発

孤
立
支
援

医
療
救
護
対
策

民間や市町村、応急救助機関と連携し、 
一体感を持って官民協働による県民運動として対策を推進！ 
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２ 計画策定の基本理念 

 目指す姿 

被災前に復興まちづくり計画を策定しておくことで、住民が希望を持って、住み続ける

ことができるまちづくりを早期に実現する。

 ５つの柱 

①命を守る

・なんとしても人命を守る安全で安心な地域づくり

・再び被災したとしても人命が失われないことを最重視し、

ハード・ソフトの施策を組み合わせたまちづくり

②生活を再建する

・地域の主体的な考え方により暮らしとコミュニティを

 再建する

・誰もが再び日々の生活を取り戻すことができる被災者

 一人ひとりに寄り添う復興を目指す

③なりわいを再生する

・地形や気候を活かしたなりわいを早急に再生し、地域に

住み続ける基盤を築く

・多様な資源や潜在的な可能性など地域の特性を生かした

復興の実現

④歴史・文化を継承する

・脈々と地域に根ざした歴史や文化など地域の資源を次世代に継承する

・「ふるさと」に愛着を持ち、暮らし続けていくうえで、心の支えとなる歴史・文化を

大切にする地域づくり

⑤地域の課題等の解決につなげる

・地域の課題やグローバルな課題等を解決する先進的なまちづくり

・人口減少、少子高齢化、担い手不足などの諸課題を解決する先進的なまちづくり

３ 今後のスケジュール

【ステップ１】           【ステップ２】          【ステップ３】 
行政内部の検討（R4～R6）    地域住民等の参画（R7～R9） 事前移転への着手 

・復興に関する事前準備 

・事前復興まちづくり計画（案） 

・多様なメンバーによる検討 

・住民との合意形成 

・拠点となる施設の事前移転 
・住宅等の事前移転 
※実施可能な事業から 
優先的に進める！ 

＜委員からの主な質問と回答＞ 

Ｑ： 役場等の事前移転については、おそらく更新時期を迎えた施設から行っているものと推察しているが、個人

の住宅や民間施設の移転に当たっては、支援策等がないと進んでいかないと思うが、どのように考えている

のか。 

Ａ： 発災後の移転については、補助のメニューがあるものの、事前移転についての補助メニューや支援策等は 

なく、今後の一番の課題であると考えている。 

Ｑ： 大半が浸水域内となっている等の理由により、単独でのまちづくりを行うことが難しく、市町村をまたぐ 

ような取組が必要となる場合、どこが舵取りを行っていくのか。 

Ａ： 今はそのような計画も必要だということを市町村に認識してもらう段階であり、まだ決まっていない。 


